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                                 資料編１ 

 

かながわ権利擁護相談センターあしすと 

 

かながわ権利擁護相談センターは、判断能力が十分でない、あるいは判断はできても身体障害

等のために十分に権利行使をできない障害者や高齢者の自己決定を最大限に尊重することを基本

に、権利擁護相談事業、福祉サービス苦情解決事業を実施し、障害のある方や高齢の方が地域で

安心して日常生活を送ることができることを目的として設置されている機関です。 

 

■権利擁護相談事業 

市町村域の相談機関等で対応する困難事例についての相談事業を実施するとともに、特に障害

者に関わる成年後見制度の利用を支援するため、当事者家族（親族後見人）等への相談事業を実

施しています。 

まずは職員が相談に応じます。相談内容をお聞きして専門相談におつなぎします。 

 

専門相談の内容 利用できる方 相談概要 

弁護士相談 

・ 電話予約、来所相談 

・ 原則第１･３火曜日 

13:40～16:15（1 回 45 分） 

・ 障害のある方 

・ 高齢の方（概ね６５歳以上） 

・ 家族、後見人・代理人等 

・ 高齢の方、障害のある方に関

する権利擁護に関わる地域

相談機関 

横浜弁護士会に所属する弁

護士が相談に応じます。 

弁護士・アドバイザリースタッフ

派遣事業 

・ 電話予約、派遣相談 

・ 要請に応じて都度調整 

高齢の方、障害のある方に関す

る権利擁護に関わる地域相談機

関等 

・ 市町村行政 

・ 地域包括支援センター 

・ 障害者相談支援事業者など 

地域の相談支援機関が実施

するケース会議や事例検討

会等に弁護士、社会福祉士、

精神保健福祉士等の専門家

を派遣します。 

 

※相談事業のほかにも、あしすとでは定期的に弁護士等の専門家を招くなど、地域相談機関の困

難事例等の支援を行っています。 

 

（相談受付）月～金曜日 午前９時から午後５時まで（祝日年末年始は休み） 

電話 045-312-4818  ファクス 045-322-3559  

E メール assist@knsyk.jp 
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■かながわ成年後見推進センター 

障害のある方や高齢の方々への成年後見制度の利用を支援します。 

成年後見についてのご質問、ご相談については、お話をよくお伺いした上で、回答・助言をし、

必要に応じて法的助言（弁護士）を行います。 

 

専門相談の内容 利用できる方 相談概要 

成年後見制度相談 

○電話相談（随時） 

・ 月～金曜日 

○来所相談（予約制） 

・ 毎週月・水曜日 

10:00～11:45 

13:40～16:15（1 回 45 分） 

・ 障害のある方 

・ 高齢の方（概ね６５歳以上） 

・ 家族 

・ 後見人・代理人等 

・ 地域包括支援センター、障害

者相談支援事業者など権利

擁護に関わる地域相談機関 

①成年後見制度一般相談 

②成年後見制度の説明・情

報提供 

③申立手続きの説明・書き

方等の支援 

④親族による法定後見人の

方に対する相談・助言 

⑤弁護士による法的助言の

提供 

出張説明会・相談会 

・ 電話予約、出張相談 

・ 要請に応じて都度調整 

・ 地域の家族会や当事者の会 

・ 相談支援期間 

・ 障害者施設の家族・職員研修

会等 

成年後見制度の利用を支援

する立場から、県内の各地

域に出向いて説明会や相談

会を行います。 

 

※相談事業のほかにも、身近な地域での成年後見制度の充実の支援に向けて、 

・ 後見に取り組む市町村社協等の支援 

・ 法人後見受任団体の連絡会、後見担当者養成研修の開催 

・ 成年後見制度の利用実態、法人後見実施状況についての情報収集等 を行います。 

 

 

 

（相談受付）月～金曜日 午前９時から午後５時まで（祝日年末年始は休み） 

成年後見相談専用電話 045-312-5788 

ファクス 045-322-3559   E メール assist@knsyk.jp 

成年後見制度相談専用電話 

045-312-5788 
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■福祉サービス苦情解決事業（かながわ福祉サービス運営適正化委員会） 

 

 福祉サービスに関する苦情解決事業は、社会福祉法第８３条に基づき、神奈川県社会福祉協議

会に置かれている「かながわ福祉サービス運営適正化委員会」が実施します。この委員会は第三

者性を担保し中立的な立場から、福祉サービスに関する利用者等からの苦情相談を受付、解決を

図ります。 

 

＜組織＞ 

 

【かながわ福祉サービス運営適正化委員会】 

    （社会福祉に関する学識経験者、弁護士、医師等15人） 

・福祉サービス利用援助事業の適正な運営の確保及び福祉   

サービス利用者等からの苦情解決を図る。 

 ・障害者、高齢者の権利擁護及びかながわ権利擁護相談セ 

   ンターの運営に関する事項の審議を行う。 

  ○事務局 

  ・苦情の受付 

  ・委員会事務 

  ・広報、啓発活動 

  ・調査、研究 

  ・報告書の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

【運営監視委員会】 

 （社会福祉に関する学識経験者、弁護士、

医師等7人） 

・福祉サービス利用援助事業の監視及び 

当該事業を行う者に対する必要な助言、

調査又は勧告を行う。 

 【苦情解決委員会】 

  （社会福祉に関する学識経験者、弁護士、医師等6人） 

 ・福祉サービスに関する利用者等からの苦情を解決するための

相談、助言、調査又はあっせんを行う。 

 ・福祉サービスに関する利用者の処遇等につき、不当な行為が

行われているおそれがあると認められる苦情があった場合

は、神奈川県知事等へ通知をする。 

 

 

 

 

＜対象とする苦情＞ 

社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業に基づいて提供されるサービス 

○福祉サービスに係わる処遇の内容に関する苦情 

 ○福祉サービスの利用契約の締結、履行、解除に関する苦情 

※介護保健サービスの苦情は、市区町村介護保健担当窓口や「神奈川県国民健康保健団体連合

会（℡0570-022110）」でも対応しています。 

 

＜苦情の申出人となる方＞ 

○福祉サービス利用者本人、その家族、代理人等 

 ○民生委員・児童委員、当該事業所の職員、当該福祉サービスの提供に関する状況を具体的か

つ的確に把握している方 
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＜苦情の解決方法＞ 

 ○苦情の受付：事務局で苦情内容をお聞きし、申出人の希望等を確認します。 

 ○解決方法の検討：福祉サービスに関する苦情は苦情解決委員会で、福祉サービス利用援助事

業（日常生活自立支援事業※）の苦情は運営監視委員会で解決方法を検討

します。 

 ○苦情の解決：助言することにより解決を図ります。 

        苦情に関する具体的な背景や事業者・申出者双方の状況を調査します。 

        事業者と申出者双方に話し合いを推奨します。 

        事業者と相談者双方にあっせん案の提示をします。 

 

【苦情解決業務の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（相談受付）月～金曜日 午前９時から午後５時まで（祝日年末年始は休み） 

相談電話 045-31７-２２００ ファクス 045-322-3559 

E メール tekisei@knsyk.jp 

（監査） 

福祉サービス利用者 

福祉サービス運営適正化委員会 

②苦情解決についての相談 

⑥解決のあっせん 

神奈川県等 

①事業者段階 ②運営適正化委員会 

③直接監査 のいずれかで解決を図る。 

苦情申出 

事業者 

 

 

 

 

 

※事業者に苦情解決の責務の明確化 

苦情（意見）の受付 

話し合い 

苦情内容の確認 

④処理内容の調査 

⑤事情調査 

⑦結果の伝達 

⑧苦情に対する解決（処

理） 

状況の報告 

緊急時の通知 ⑨情報提供 

③ 助

言 ⑤

事 情

調査 

①

苦

情

申

出 

（苦情申出） 
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                                 資料編２ 

 

日常生活自立支援事業 

（福祉サービス利用援助、日常的金銭管理サービス、書類等預かりサービス） 

 

認知症高齢者や知的障害者、精神障害者など判断能力が十分ではない人や身体に障害がある方

など、地域で自立し、安心して生活が送れるように、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管

理、預貯金通帳や各種証書等の重要書類を預かり保管するなどの支援を行います。 

なお、このサービスは利用者本人と社会福祉協議会との契約により実施しています。 

 

＜サービスの内容＞ 

○福祉サービス利用援助 

・福祉サービスの情報提供及び利用の手続き 

・福祉サービスの苦情解決制度を利用する手続きなど 

 

○日常的金銭管理サービス 

・預貯金の払い戻し、公共料金等の支払いなど 

  

○書類等預かりサービス 

・預貯金通帳、年金証書などの預かり 

 

＜利用対象者＞ 

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者などで判断能力が不十分な方 

○ 福祉サービスを利用したいがどうすればいいか分からない方 

○ 福祉サービスの利用手続きや支払い手続きができない方 

○ 計画的にお金を使いたいけれどいつも迷ってしまう方 

○ 最近物忘れが多くて大切な書類などをきちんとしまったかいつも心配な方 

 

 

※相談は無料です。 

※サービスを利用する際は料金がかかります。（所得により免除、減額される場合があります） 

 

お住まいの市区町村の社会福祉協議会にご相談・お問い合せください。 
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【相談からサービス提供までの流れ】 
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                                 資料編３ 

 

成年後見制度 

 

 成年後見制度は、認知症高齢者の方、知的障害や精神障害のある方が安心して生活できるよう

に保護し、支援する制度です。判断能力が不十分なため、契約の締結等の法律行為における意思

決定が困難な方々について、その不十分な判断能力を補い、本人が損害を受けないようにして、

権利を護るのが成年後見制度です。 

この成年後見制度は、前出の「日常生活自立支援事業」と密接に関係しています。成年後見制

度は家庭裁判所が選任した成年後見人あるいは任意後見人が本人に変わって財産管理などの法律

行為を行います。日常生活自立支援事業では、利用者本人等と社会福祉協議会が契約をし、福祉

サービスの利用支援とそれに付随した日常的な金銭管理を行う、という違いがあります。 

 

＜法定後見制度と任意後見制度＞  ※法務省民事局発行「成年後見制度 成年後見登記」より抜粋 

■法定後見制度 

 後見 保佐 補助 

対象となる方 
判断能力が欠けているの

が通常な状況 

判断能力が著しく不十分

な方 
判断能力が不十分な方 

申立てをすることが

できる人 

本人、配偶者、四親等内の親族、検察官など 

市町村長                (注 1)        (注 1) 

成年後見人等(成年後

見人・保佐人・補助人 )

の同意が必要な行為 

 
民法 13 条 1 項所定の行為  

（注 2)(注 3)(注 4) 

申立ての範囲内で家庭裁

判所が審判で定める「特

定の法律行為」(民法 13

条 1 項所定の行為の一

部)(注 1)(注 2)(注 4) 

取消しが可能な行為 
日常生活に関する行為以

外の行為 

同上 

(注 2)(注 3)(注 4) 

同上 

(注 2)(注 4) 

成年後見人等に与え

られる代理権の範囲 

財産に関するすべての法

律行為 

申立ての範囲内で家庭裁

判所が審判で定める「特

定の法律行為」(注 1) 

同左 

(注 1) 

 

(注１)本人以外の者の請求により、保佐人に代理権を与える審判をする場合、本人の同意が必要になります。補助開始の審判や

補助人に同意権・代理権を与える審判をする場合も同じです。 

(注２)民法 13 条 1 項では、借金、訴訟行為、相続の証人・法規、新築・改築・増築などの行為が挙げられています。 

(注３)家庭裁判所の審判により、民法 13 条 1 項の行為以外についても、同意権・取消権の範囲を広げることができます。 

(注４)日用品購入など日常生活に関する行為は除かれます。 

 

■任意後見制度 

○ 本人が十分な判断能力があるうちに、将来、判断能力が不十分な状態になった場合に備えて、あらかじめ

自らが選んだ代理人（任意後見人）に自分の生活、療養看護や財産管理に関する事務について代理権を与

える契約（任意後見契約）を公証人の作成する公正証書で結んでおくというものです。 

○ そうすることで、本人の判断能力が低下した後に、任意後見人が、任意後見契約で決めた事務について、

家庭裁判所が選任する「任意後見監督人」の監督のもと本人を代理して契約などをすることによって、本

人の意志にしたがった適切な保護・支援をすることが可能になります。 
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＜身よりのない人への費用助成について＞ 

■成年後見制度利用支援事業 

制度に対する理解が不十分であることや費用負担が困難であること、親族からの協力が得られ

ないため利用が進まないという事態に陥らないために、成年後見制度の利用を支援する事業に対

して補助を行う「成年後見制度利用支援事業」があります。 

 

※首長申立や成年後見制度利用支援事業については、資料編９に関係通知を掲載しています。 

＜成年後見活動を行っている団体＞ 

○ 成年後見人、任意後見人等の受任 

○ 家庭裁判所への後見等申立にあたり書類の準備が必要な方に手続き上の助言や情報提供、

任意後見に関する相談や情報提供。 

○ 成年後見制度等に関する講座、学習会、事例検討会への講師派遣 

○ 成年後見に関する市民向けセミナー 等 

 

■横浜弁護士会 

※団体によって活動内容が異なります。詳細については各団体にお問い合せください。 

※詳しくは、資料編５をご覧ください。 

 

■社団法人神奈川県社会福祉士会 成年後見・権利擁護事業部「ぱあとなあ神奈川」 

 

 

 

 

 

■社団法人成年後見センター・リーガルサポート神奈川県支部 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＮＰＯ法人神奈川成年後見サポートセンター 

 

 

 

 

＜電話相談＞ 

相談日：火・木・土曜日 午後２時から５時まで（祝日年末年始は休み） 

電 話：045-31４-５５００  

※面接相談も行っています。事前に電話にてお問い合せください。 

※相談料はかかりません 

＜電話相談＞ 

相談日：月曜日 午後３時から５時まで  水曜日 午前１０時から１２時まで 

     金曜日 午後３時から５時まで 

電 話：０４５―６６３－９１８０ 

＜無料面接相談（予約制）＞ 

相談日：水曜日 午後３時から５時まで 

電 話：045-６４０-４３４５  

※事前にお電話にてお問い合せください。相談料はかかりません。 

相談日：月～金曜日 午後１時から４時まで 

電 話：０４５－２２２－８６２８ 

ＵＲＬ：http://kanasapo.com/ 

 ※相談料はかかりません。 
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                                       資料編４ 

 

債務整理 

 

■債務整理の方法 

自己破産 支払能力がないことを裁判所が認定し、みるべき資産があれば換価配当し、免責により債務支払の

免除を受ける手続き 

任意整理 債務金額の大幅な減額はせずに、当事者間の話し合いで、支払期間を延長するなどして負担を軽く

し債務を支払う方法 

個人民事再生 裁判所の認可を受けて債務金額を大幅に減額し、原則３年以内で債務を支払う方法 

※ただし、定収入があって支払い余力がある等の要件が多く簡単には使えない。 

★どの方法を使うかのポイント 

ａ．財産や収入がどのくらいあるのか？ ※抵当権付の住宅、年金担保貸付に注意 

ｂ．負債は何社にどのくらい残っているのか？どのくらい返済を続けてきたか？ 

ｃ．裁判所を利用できない事情はないか。 

 

■特殊な債務支払い免除制度＝消滅時効 

金融機関等商人からの借入は５年（商事消滅時効）、その他一般人・法人からの借入は１０年（民事一般消滅

時効）経過すれば債務が消滅する。 

★消滅時効の効果が生じているかを見極めるには、時効の種類、時効期間の起算点、時効の中

断など、様々な法的問題を吟味する必要がある。従って、時効の問題が生じそうな時は、必

ず、弁護士等法律の専門家に相談をすること！ 

 

■自己破産 

①自己破産の流れ 

ａ．債務者への債権調査…どこにいくらの残債があるか、過払金はないかの確定。 

 ※弁護士等が代理人に就いた場合、債権者への受任通知により債務者への督促が停止する（裁判提起は除く）

ので、債務者の生活の安定が期待される（他の手続の場合も同様）。 

ｂ．裁判所への申立…財産状況、経歴、身上関係、負債を負った原因等を申立書に記載。 

※申立内容によって、簡易な手続で済む場合（同時廃止事件）と、２０万円以上の予納金を裁判所に納め、

管財人による管財業務が行われる場合（管財事件）に分かれる。 

 ｃ．自己破産審尋→自己破産の決定 

 ｄ．免責審尋→免責決定 

②自己破産を選択するポイント例 

資産、収入状況からみて客観的にどうしても支払いができず、負債額がおよそ７０～１００万円を超える場合。 

③自己破産のメリット、デメリット 

 メリット…公租公課など例外を除き、債務の支払いが免除される。 

デメリット…ａ．破産決定時までに形成された資産は、原則換価が必要。 

             ｂ．２度目の破産申立は非常に困難。 
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       ｃ．確実にブラックリストに載り、一定期間経済的信用がなくなる。 

       ｄ．浪費等の法定の事情がある場合には、免責による債務免除が受けられない場合がある。 

 

■任意整理 

①任意整理の流れ 

ａ．債務者への債権調査 

 ※他の手続同様、弁護士等が代理人に就くことが可能。 

ｂ．債権者との当事者間での和解交渉 

ｃ．和解契約締結と支払いの開始 

※払いすぎた利息等が返還される「過払金請求」は、上記手続の過程で行われる。 

②任意整理を選択するポイント例 

  支払い能力があり、自己破産や個人民事再生は使いたくない事情がある場合。 

③任意整理のメリット、デメリット 

 メリット…経済的な信用の毀損度合いは最も少ない。 

デメリット…支払期間を繰り延べたり、利息分の支払いを免除されたとしても、当初元本支払いの負担は残る

（支払いが不能になれば、別の債務整理を行わなければならない）。 

 

 

★相談支援機関職員に必要な債務整理の知識 

１ 基本的な方針「相談支援機関の職員は債務整理の中身に手を出さない！」 

○ 本人の状況によって債務整理の方法はケースバイケースです。なかには法律家でも処理に苦労する事

案があり、法律的な専門知識がない方が債務整理を直接支援することは大変危険です。 

○ しかし、「法律相談を紹介する」だけでは問題解決につながらないケースも多々みられることから、相

談支援機関の職員には、本人と相談機関や専門家等とのコーディネート機能が求められます。 

２ 相談支援機関の職員に期待すること（法律家の立場から） 

※まずは相談機関や専門家等に相談し、本人支援の方法について助言を受けてください。 

（あしすとでは相談支援機関の職員からの相談も受け付けています） 

①本人等からの聞き取り 

ａ．収入、支出 

ｂ．負債金額（債権者数、負債金額、借入の時期、借入目的） 

ｃ．資産状況 

ｄ．親族等からの支援の可能性 

②資料収集、資料作成の支援 

ａ．収入、支出の資料 

ｂ．債権者一覧表の作成 

ｃ．不動産登記簿謄本、通帳の写し、証券の写し等資産関係資料の収集 

③相談機関の紹介、同行 
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                                 資料編５ 

 

法律相談（横浜弁護士会・法テラス神奈川） 

 

■横浜弁護士会 総合法律相談センター 

○ 「一般法律相談（有料）」「多重債務相談（無料）」等の法律相談を行っています。 

○ 特に、関内（本部）相談センターでは「高齢者・障害者の権利擁護相談（面談相談は有料、

電話相談は無料）」として、高齢の方や障害のある方が抱えている財産管理、扶養の問題

をはじめ、成年後見、虐待、医療福祉サービスに関わる相談に対応しています。 

 

 住所 電話番号 

関内（本部）法律相談センター 横浜市中区日本大通 9（横浜弁護士会館１階） 045-211-7700 

横浜東口法律相談センター 横浜市西区高島 2-18-1（そごう横浜店６階） 045-451-9648 

みなとみらい法律相談センター 

横浜市西区みなとみらい 2-3-1（クイーンズタワ

ーＡ14 階）神奈川大学みなとみらいエクステンシ

ョンセンターＫＵポートスクエア内 

045-682-5500 

川崎法律相談センター 川崎市川崎区駅前本町7（川崎岡田屋モアーズ4階） 044-223-1149 

相模原法律相談センター 
相模原市中央区富士見 6-11-7 

（横浜弁護士会相模原支部会館） 
042-776-5200 

小田原法律相談センター 小田原市本町 1-4-7（朝日生命小田原ビル 2 階） 0465-24-0017 

横須賀法律相談センター 横須賀市大滝町 1-21（ジュネス横須賀 2 階） 046-822-9688 

鎌倉家庭の法律相談センター 鎌倉市小町 1-11-5（鎌倉婦人子供会館） 045-211-7700 

海老名法律相談センター 海老名市上郷 485（海老名市商工会館 2 階） 046-236-5110 

 

■法テラス神奈川 

○ 法的トラブルの紛争解決に役立つ情報や、法律サービスを提供する国、地方公共団体、各

種相談機関、弁護士・司法書士等の各種士業団体の相談窓口情報を無料で提供します。 

○ 資力の乏しい方が法的トラブルにであったときに、無料法律相談を行い、必要な場合、法

律の専門家を紹介し、裁判費用や弁護士・司法書士の費用の立替を行う「民事法律扶助」

を実施しています。 

※「民事法律扶助」には要件があります。詳しくはお問い合せください。 

 

 住所 電話番号 

法テラス神奈川 横浜市中区山下町 2 産業貿易センタービル 10 階 0503383-5360 

法テラス川崎 川崎市川崎区駅前本町 11-1 パシフィックマークス川崎 10 階  0503383-5366 

法テラス小田原 小田原市本町 1-4-7 朝日生命小田原ビル 5 階 0503383-5370 



12 

                                 資料編６ 

 

消費生活センター 

 

消費生活センターでは、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問い合わせなど、消費

者からの相談を専門の相談員が受付、公正な立場で処理にあたっています。 

 

※お住まいの市町村の相談窓口をご利用ください。 

相談窓口 住所 電話番号 

横浜市消費生活総合センター 
横浜市港南区上大岡西 1-6-1 

ゆめおおおかオフィスタワー４階 
045-845-6666 

川崎市消費者行政センター 川崎市川崎区砂子1-10-2 ソシオ砂子ビル６階 044-200-3030 

横須賀市消費生活センター 横須賀市本町 2-1 総合福祉会館内２階 046-821-1314 

平塚市消費生活センター 平塚市八重咲町 3-3 ＪＡビルかながわ内２階 0463-21-7530 

鎌倉市消費生活センター 鎌倉市御成町 18-10 鎌倉市役所内 0467-24-0077 

藤沢市消費生活センター 藤沢市朝日町 1-1 藤沢市役所内 0466-25-1111（代） 

西さがみ連邦共和国消費生活センター  小田原市荻窪 300 小田原市役所内 0465-33-1777 

茅ヶ崎市消費生活センター 茅ヶ崎市茅ヶ崎 1-1-1 茅ヶ崎市役所内 0467-82-1111（代） 

逗子市生活安全課 逗子市逗子 5-2-16 逗子市役所内 046-873-1111（代） 

相模原市北消費生活センター 
相模原市橋本 6-2-1  

ＪＲ橋本駅北口 サティビル６階 
042-775-1770 

相模原市相模原消費生活センター 相模原市相模原 1-1-3 ＪＲ相模原駅 ビル４階 042-776-2511 

相模原市南消費生活センター 
相模原市相模大野 5-31-1  

相模原市南合同庁舎３階 
042-749-2175 

三浦市協働推進課（消費生活相談） 三浦市城山町 1-1 三浦市役所内 046-882-1111（代） 

秦野市消費生活センター 秦野市桜町 1-3-2 秦野市役所内 0463-82-5181 

厚木市消費生活センター 
厚木市栄町 1-16-15  

厚木商工会議所会館内４階 
046-294-5800 

大和市消費生活センター 大和市下鶴間 1-1-1 大和市役所内 046-260-5120 

伊勢原市消費生活センター 伊勢原市田中 348 伊勢原市役所内 0463-94-4711（代） 

海老名市消費生活センター 海老名市勝瀬 175-1 海老名市役所内 046-292-1000 

座間市消費生活センター 座間市緑ヶ丘 1-1-1 座間市役所内 046-252-8490 

南足柄市消費生活センター 南足柄市関本 440 南足柄市役所内 0465-71-0163 

綾瀬市消費生活センター 綾瀬市早川 550 綾瀬市役所内 0467-70-3335 

葉山町町民サービス課 三浦郡葉山町堀内 2135 葉山町役場内 046-876-1111（代） 

寒川町町民課 高座郡寒川町宮山 165 寒川町役場内 0467-74-1111（代） 

愛川町住民課 愛甲郡愛川町角田 251-1 愛川町役場内 046-285-2111（代） 

かながわ中央消費生活センター 
横浜市神奈川区鶴屋町 2-24-2 

かながわ県民センター内 6 階 
045-311-0999 

 

※上記の他、各市区町村の市民相談室などで消費生活の相談を実施している場合があります。
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                                 資料編７ 

 

福祉オンブズパーソン 

 

 オンブズパーソンは、19 世紀の初頭にスウェーデンから始まった制度で、日本では 1990 年

に東京都中野区で福祉サービス苦情処理委員として誕生したのが始まりといわれています。自治

体で設置するものや、福祉施設が地域でネットワークを結んで設置するものなど、利用者の権利

擁護をめざして活動しています。 

 

【神奈川県内のオンブズパーソン活動】 

通称・名称 事務局等 活動エリア 連絡先 tel･fax･e-mail･URL 
Y ネット 

 特定非営利法人 

 福祉オンブズパーソン 

 Yokohama-net 

〒241-0014 

横浜市中区常盤町 4-47 

ニューイナズマビル 302 号 

横浜市内 

Te l   045-212-3240 

Fax   045-212-2343 

 

モニター委員会 

 横浜市社会福祉協議会 

 障害者支援センター 

〒231-8482 

横浜市中区桜木町 1-１ 

横浜市健康福祉総合ｾﾝﾀｰ９階 

横浜市内 
Te l   045-681-1211 

Fax   045-680-1550 
Email jimukyoku@yokohamashakyo.jp 

オンブズパーソン活動を 

支える市民組織 

福祉ネットワークみやまえ 

〒216-8799 

川崎市宮前郵便局私書箱 

第３９号 

川崎市 

宮前区近辺 

Tel    090-4069-0058 

Fax   044-854-4448  
Email  fukusinetmiyamae@hotmail.com 

横須賀・三浦地区 

知的障害児・者施設 

オンブズパーソン活動 

〒239-0842 

横須賀市長沢 4-13-1 

神奈川県立三浦しらとり園 

地域支援課 

横須賀・ 

三浦福祉圏域の 

知的障害関係 

Te l   046-848-5255 

Fax   046-848-5258 

 

Ｓネット 

 特定非営利活動法人 

湘南ふくしネットワーク 

オンブズマン 

〒253-0044 

茅ヶ崎市新栄町 13-48 

ワラシナビル５階 

湘南東・ 

三浦半島地区 

Te l   0467-85-6660 

Fax   0467-85-6660 
Email info@npo-snet.com 

http://www.npo-snet.com 

Ａネット 

 特定非営利活動法人 

あつぎ福祉ネットワーク 

〒243-0035 

厚木市愛甲 953-2 

神奈川県 

障害者自立生活支援センター内 

厚木地区、 

その他周辺エリア 

Te l   046-247-0163 

Fax   046-247-0163 
Email a-net@y2.dion.ne.jp 

ｅネット 

 神奈川県県央東地区 

 オンブズパーソン 

 ネットワーク 

〒242-0024 

大和市福田 74 

福田の里 

県央東地区 
（大和市・座間市・

海老名市・綾瀬市） 

Te l   046-267-8425 

Fax   046-267-8426 
Email fukuyosi@helen.ocn.ne.jp  
http://www.kanagawa-id.org/fukuda/ 

Ｋ―フレンズ 

 かながわ身体障害 

 福祉ネットワーク 

〒259-1302 

秦野市菩提 1711-2 

丹沢自律生活センター内 

神奈川県内の 

身体障害者施設 

Te l   0463-75-5500 

Fax   0463-75-5500 
Email k-friends@jousei.or.jp 

http://www.k4.dion.ne.jp/～kfriends/  

ＫＷネット 

 県西地区障害者施設 

 権利擁護ネットワーク 

〒250-0024 

小田原市根府川 389 

ほうあん第一しおん 

県西地区 
（小田原市、南足柄

市 等 の 知 的 障 害

児・者施設） 

Te l   0465-29-0146 

Fax   0465-29-0705 
Email d1sion@houan1900jp  

Ｃネット 

 地域福祉を考える会 

 オンブズパーソン部会 

〒259-1142 

伊勢原市田中 300-1-202 

県央・県西地区 

＊活動休止中 

Te l   0463-95-6665 

Fax   0463-95-6665 

 

ネットさがみはら 

相模原福祉オンブズマン 

ネットワーク 

〒229-0023 

相模原市松が丘 1-23-1 

障害者支援センター松が丘園内 

相模原市内の 

福祉施設・サービ

ス利用者 

Te l   042-758-2121 

Fax   042-758-7070 

 

 

mailto:info@npo-snet.com�
mailto:a-net@y2.dion.ne.jp�
mailto:k-feiends@jousei.or.jp�
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                                 資料編８ 

 

高齢者・障害者の権利擁護に関わる資料一覧 

 

 

 

＜高齢者・障害者の虐待防止＞ 

１ 神奈川県高齢者虐待防止対応マニュアル ＜平成１８年３月 神奈川県＞ 

２ 施設職員のための高齢者虐待防止の手引き ＜平成２１年３月 神奈川県＞ 

（http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kourei/gyakutai/index.html） 

３ 障害者虐待防止の手引き（チェックリスト）［Ver．１］  

＜平成２１年３月 全社協 障害者の虐待防止に関する検討委員会＞ 

（http://www.shakyo.or.jp/research/09check.html） 

 

 

 

＜成年後見制度、日常生活自立支援事業＞ 

１ 後見（保佐・補助）開始の申立の手引き、書式及び付属書類 ＜横浜家庭裁判所＞ 

   ※神奈川県内に住所地もしくは居住地がある方を対象とした資料です。 

（http://www.courts.go.jp/yokohama/saiban/tetuzuki/kasai.html） 

２ 成年後見制度登記Ｑ＆Ａ ＜法務省法務局＞ 

（http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/static/goannai_index_seinenkouk

en.html#seinenkouken） 

３ 任意後見契約 ＜日本公証人連合会＞ 

    （http://www.koshonin.gr.jp/index2.html） 

４ 精神障害者、知的障害者等の地域生活移行における地域の受け皿づくりに関する調

査研究事業報告書 ＜平成２０年３月 全社協＞ 

（http://www.shakyo.or.jp/research/08ukezara.html） 

 

 

 

＜消費生活＞ 

１ 見守り情報～消費被害から高齢者・障がい者、子どもを守る最新情報～ 

＜国民生活センター＞ 

（http://www.kokusen.go.jp/mimamori/index.html） 

２ 高齢者・障害者を悪質商法の被害から守るために ＜平成１８年度 全社協＞ 

（http://www.shakyo.or.jp/research/07vicious_fraud.html） 

http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kourei/gyakutai/index.html�
http://www.shakyo.or.jp/research/09check.html�
http://www.courts.go.jp/yokohama/saiban/tetuzuki/kasai.html�
http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/static/goannai_index_seinenkouken.html#seinenkouken�
http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/static/goannai_index_seinenkouken.html#seinenkouken�
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第一章  総則 (第一条―第五条 ) 

第二章  養護者による高齢者虐待の防止、養

護者に対する支援等 (第 六条―第十

九条 ) 

第 三 章  養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者

虐待の防止等 (第二十条 ―第二十五

条 ) 

第四章  雑則 (第二十六条―第二十八条 ) 

第五章  罰則 (第二十九条・第三十条 ) 

附則  

第一章  総則  

(目的 ) 

第一条  この法律は、高齢者に対する虐待が深

刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとっ

て 高 齢 者 に 対 す る 虐 待 を 防 止 す る こ と が 極

めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐

待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待

を 受 け た高 齢者 に 対する 保 護 のた めの 措 置、

養 護 者 の 負 担 の 軽 減 を 図 る こ と 等 の 養 護 者

に 対 す る 養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 の 防 止 に

資 す る 支援 (以下 「養 護者 に 対 する 支援 」 と

いう。)のための措置等を定めることにより、

高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に

関する施策を促進し、もって高齢者の権利利

益の擁護に資することを目的とする。  

(定義 ) 

第二条  この法律において「高齢者」とは、六

十五歳以上の者をいう。  

２  この法律において「養護者」とは、高齢者

を 現 に 養 護 す る 者 で あ っ て 養 介 護 施 設 従 事

者 等 (第五 項 第一 号の 施設 の 業 務に 従事 す る

者 及 び 同 項 第 二 号 の 事 業 に お い て 業 務 に 従

事 す る 者を いう 。 以下同 じ 。 )以 外 のも のを

いう。  

３  この法律において「高齢者虐待」とは、養

護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 及 び 養 介 護 施 設 従 事

者等による高齢者虐待をいう。  

４  この法律において「養護者による高齢者虐

待」とは、次のいずれかに該当する行為をい

う。  

一  養 護 者 が そ の 養 護 す る 高 齢 者 に つ い て

行う次に掲げる行為  

イ  高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じ

る  

 

 

 

 

 

おそれのある暴行を加えること。  

ロ  高 齢 者 を 衰 弱 さ せ る よ う な 著 し い 減

食又は長時間の放置、養護者以外の同居

人によるイ、ハ又はニに掲げる行為と同

様 の 行 為 の 放 置 等 養 護 を 著 し く 怠 る こ

と。  

ハ  高 齢 者 に 対 す る 著 し い 暴 言 又 は 著 し

く 拒 絶 的 な 対 応 そ の 他 の 高 齢 者 に 著 し

い心理的外傷を与え る言動 を 行 うこ と 。 

ニ  高 齢 者 に わ い せ つ な 行 為 を す る こ と

又 は 高 齢 者 を し て わ い せ つ な 行 為 を さ

せること。  

二  養 護 者 又 は 高 齢 者 の 親 族 が 当 該 高 齢 者

の 財 産 を 不 当 に 処 分 す る こ と そ の 他 当 該

高 齢 者 か ら 不 当 に 財 産 上 の 利 益 を 得 る こ

と。  

５  この法律において「養介護施設従事者等に

よる高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当

する行為をいう。  

一  老 人福 祉法 (昭和 三十 八 年 法律 第百 三 十

三 号 )第 五条 の三 に規 定す る 老人 福祉 施設

若 し く は 同 法 第 二 十 九 条 第 一 項 に 規 定 す

る 有 料老 人ホ ーム 又は介 護 保険 法 (平成 九

年 法 律第 百二 十三 号 )第八 条 第二 十項 に規

定する地域密着型介護老人福祉施設、同条

第 二 十四 項に 規定 する介 護 老人 福祉 施設 、

同 条 第 二 十 五 項 に 規 定 す る 介 護 老 人 保 健

施設、同条第二十六項に規定する介護療養

型 医 療 施 設 若 し く は 同 法 第 百 十 五 条 の 四

十 五 第 一 項 に 規 定 す る 地 域 包 括 支 援 セ ン

ター (以下「養介護施設」という。 )の業務

に従事する者が、当該養介護施設に入所し、

そ の 他 当 該 養 介 護 施 設 を 利 用 す る 高 齢 者

について行う次に掲げる行為  

イ  高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じ

るおそれのある暴行を加えること。  

ロ  高 齢 者 を 衰 弱 さ せ る よ う な 著 し い 減

食 又 は 長 時 間 の 放 置 そ の 他 の 高 齢 者 を

養 護 す べ き 職 務 上 の 義 務 を 著 し く 怠 る

こと。  

ハ  高 齢 者 に 対 す る 著 し い 暴 言 又 は 著 し

く 拒 絶 的 な 対 応 そ の 他 の 高 齢 者 に 著 し

い心理的外傷を与え る言動 を 行 うこ と 。 

                                    資料編９ 
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ニ  高 齢 者 に わ い せ つ な 行 為 を す る こ と

又 は 高 齢 者 を し て わ い せ つ な 行 為 を さ

せること。  

ホ  高 齢 者 の 財 産 を 不 当 に 処 分 す る こ と

そ の 他 当 該 高 齢 者 か ら 不 当 に 財 産 上 の

利益を得ること。  

二  老 人 福 祉 法 第 五 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す

る 老 人 居 宅 生 活 支 援 事 業 又 は 介 護 保 険 法

第 八 条 第 一 項 に 規 定 す る 居 宅 サ ー ビ ス 事

業、同条第十四項に規定する地域密着型サ

ービス事業、同条第二十一項に規定する居

宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に

規定する介護予防サービス事業、同条第十

四 項 に 規 定 す る 地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー

ビ ス 事 業 若 し く は 同 条 第 十 八 項 に 規 定 す

る 介 護予 防支 援事 業 (以下 「 養介 護事 業」

と い う。 )に おい て業 務に 従 事す る者 が、

当 該 養 介 護 事 業 に 係 る サ ー ビ ス の 提 供 を

受 け る 高 齢 者 に つ い て 行 う 前 号 イ か ら ホ

までに掲げる行為  

(国及び地方公共団体の責務等 ) 

第三条  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の

防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ

適 切 な 保 護 及 び 適 切 な 養 護 者 に 対 す る 支 援

を行うため、関係省庁相互間その他関係機関

及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の

支 援 そ の 他 必 要 な 体 制 の 整 備 に 努 め な け れ

ばならない。  

２  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止

及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 並 び

に 養 護 者 に 対 す る 支 援 が 専 門 的 知 識 に 基 づ

き適切に行われるよう、これらの職務に携わ

る 専 門 的 な 人 材 の 確 保 及 び 資 質 の 向 上 を 図

るため、関係機関の職員の研修等必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。  

３  国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止

及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 に 資

するため、高齢者虐待に係る通報義務、人権

侵 犯 事 件 に 係 る 救 済 制 度 等 に つ い て 必 要 な

広報その他の啓発活動を行うものとする。  

(国民の責務 ) 

第四条  国民は、高齢者虐待の防止、養護者に

対 す る 支 援 等 の 重 要 性 に 関 す る 理 解 を 深 め

るとともに、国又は地方公共団体が講ずる高

齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のた

め の 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め な け れ ば な ら

ない。  

(高齢者虐待の早期発見等 ) 

第五条  養介護施設、病院、保健所その他高齢

者 の 福 祉 に 業 務 上 関 係 の あ る 団 体 及 び 養 介

護施設従事者等、医師、保健師、弁護士その

他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高

齢 者 虐 待 を 発 見 し や す い 立 場 に あ る こ と を

自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなけれ

ばならない。  

２  前項に規定する者は、国及び地方公共団体

が 講 ず る 高 齢 者 虐 待 の 防 止 の た め の 啓 発 活

動 及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 の

た め の 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め な け れ ば な

らない。  

第 二 章  養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 の 防

止、養護者に対する支援等  

(相談、指導及び助言 ) 

第六条  市町村は、養護者による高齢者虐待の

防 止 及 び 養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た

高齢者の保護のため、高齢者及び養護者に対

して、相談、指導及び助言を行うものとする。 

(養護者による高齢者虐待に係る通報等 ) 

第 七 条  養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た と

思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者

の 生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危 険 が 生 じ て い る

場合は、速やかに、これを市町村に通報しな

ければならない。  

２  前項に定める場合のほか、養護者による高

齢 者 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ る 高 齢 者 を 発 見

した者は、速やかに、これを市町村に通報す

るよう努めなければならない。  

３  刑 法 (明 治 四 十 年 法 律 第 四 十 五 号 )の 秘 密

漏 示 罪 の 規 定 そ の 他 の 守 秘 義 務 に 関 す る 法

律の規定は、前二項の規定による通報をする

ことを妨げるものと解釈してはならない。  

第 八 条  市 町 村 が 前 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項

の 規 定 に よ る 通 報 又 は 次 条 第 一 項 に 規 定 す

る届出を受けた場合においては、当該通報又

は届出を受けた市町村の職員は、その職務上

知 り 得 た 事 項 で あ っ て 当 該 通 報 又 は 届 出 を

し た 者 を 特 定 さ せ る も の を 漏 ら し て は な ら

ない。  

(通報等を受けた場合の措置 ) 

第九条  市町村は、第七条第一項若しくは第二

項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 高 齢 者 か ら の 養 護

者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 旨 の 届 出 を 受

けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の

確 認 そ の 他 当 該 通 報 又 は 届 出 に 係 る 事 実 の

確認のための措置を講ずるとともに、第十六

条 の 規 定 に よ り 当 該 市 町 村 と 連 携 協 力 す る

者 (以下「高齢者虐待対応協力者」という。 )

とその対応 に つい て 協議を 行 う もの と する 。 
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２  市町村又は市町村長は、第七条第一項若し

く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 前 項 に 規

定する届出があった場合には、当該通報又は

届 出 に 係 る 高 齢 者 に 対 す る 養 護 者 に よ る 高

齢 者 虐 待 の 防 止 及 び 当 該 高 齢 者 の 保 護 が 図

られるよう、養護者による高齢者虐待により

生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危 険 が 生 じ て い る お

そ れ が あ る と 認 め ら れ る 高 齢 者 を 一 時 的 に

保 護 す る た め 迅 速 に 老 人 福 祉 法 第 二 十 条 の

三 に 規 定 す る 老 人 短 期 入 所 施 設 等 に 入 所 さ

せる等、適切に、同法第十条の四第一項若し

く は 第 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 措 置 を 講

じ、又は、適切に、同法第三十二条の規定に

より審判の請求をするものとする。  

(居室の確保 ) 

第十条  市町村は、養護者による高齢者虐待を

受 け た 高 齢 者 に つ い て 老 人 福 祉 法 第 十 条 の

四 第 一 項 第 三 号 又 は 第 十 一 条 第 一 項 第 一 号

若 し く は 第 二 号 の 規 定 に よ る 措 置 を 採 る た

め に 必 要 な 居 室 を 確 保 す る た め の 措 置 を 講

ずるものとする。  

(立入調査 ) 

第十一条  市町村長は、養護者による高齢者虐

待 に よ り 高 齢 者 の 生 命 又 は 身 体 に 重 大 な 危

険 が 生 じ て い る お そ れ が あ る と 認 め る と き

は、介護保険法第百十五条の四十五第二項の

規 定 に よ り 設 置 す る 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

の 職 員 そ の 他 の 高 齢 者 の 福 祉 に 関 す る 事 務

に従事する職員をして、当該高齢者の住所又

は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさ

せることができる。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 立 入 り 及 び 調 査 又 は 質

問を行う場合においては、当該職員は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が

あるときは、これを提示しなければならない。 

３  第 一 項 の 規 定 に よ る 立 入 り 及 び 調 査 又 は

質問を行う権限は、犯罪捜査のために認めら

れたものと解釈してはならない。  

(警察署長に対する援助要請等 ) 

第十二条  市町村長は、前条第一項の規定によ

る 立 入 り 及 び 調 査 又 は 質 問 を さ せ よ う と す

る場合において、これらの職務の執行に際し

必要があると認めるときは、当該高齢者の住

所 又 は 居 所 の 所 在 地 を 管 轄 す る 警 察 署 長 に

対し援助を求めることができる。  

２  市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全

の確保に万全を期する観点から、必要に応じ

適切に、前項の規定により警察署長に対し援

助を求めなければならない。  

３  警察署長は、第一項の規定による援助の求

めを受けた場合において、高齢者の生命又は

身 体 の 安 全 を 確 保 す る た め 必 要 と 認 め る と

きは、速やかに、所属の警察官に、同項の職

務 の 執 行 を 援 助 す る た め に 必 要 な 警 察 官 職

務 執 行 法 (昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 三 十 六 号 )

そ の 他 の 法 令 の 定 め る と こ ろ に よ る 措 置 を

講じさせるよう努めなければならない。  

(面会の制限 ) 

第 十 三 条  養 護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た

高 齢 者 に つ い て 老 人 福 祉 法 第 十 一 条 第 一 項

第 二 号 又 は 第 三 号 の 措 置 が 採 ら れ た 場 合 に

おいては、市町村長又は当該措置に係る養介

護施設の長は、養護者による高齢者虐待の防

止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養

護 者 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 行 っ た 養 護 者 に つ

い て 当 該 高 齢 者 と の 面 会 を 制 限 す る こ と が

できる。  

(養護者の支援 ) 

第十四条  市町村は、第六条に規定するものの

ほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に

対する相談、指導及び助言その他必要な措置

を講ずるものとする。  

２  市町村は、前項の措置として、養護者の心

身 の 状 態 に 照 ら し そ の 養 護 の 負 担 の 軽 減 を

図 る た め 緊 急 の 必 要 が あ る と 認 め る 場 合 に

高 齢 者 が 短 期 間 養 護 を 受 け る た め に 必 要 と

な る 居 室 を 確 保 す る た め の 措 置 を 講 ず る も

のとする。  

(専門的に従事する職員の確保 ) 

第十五条  市町村は、養護者による高齢者虐待

の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高

齢 者 の 保 護 及 び 養 護 者 に 対 す る 支 援 を 適 切

に実施するために、これらの事務に専門的に

従 事 す る 職 員 を 確 保 す る よ う 努 め な け れ ば

ならない。  

(連携協力体制 ) 

第十六条  市町村は、養護者による高齢者虐待

の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高

齢 者 の 保 護 及 び 養 護 者 に 対 す る 支 援 を 適 切

に実施するため、老人福祉法第二十条の七の

二 第 一 項に 規定 す る老人 介 護 支援 セン タ ー、

介 護 保 険 法 第 百 十 五 条 の 四 十 五 第 三 項 の 規

定 に よ り 設 置 さ れ た 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー

その他関係機関、民間団体等との連携協力体

制を整備しなければならない。この場合にお

いて、養護者による高齢者虐待にいつでも迅

速に対応することができるよう、特に配慮し

なければならない。  
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(事務の委託 ) 

第十七条  市町村は、高齢者虐待対応協力者の

うち適当と認められるものに、第六条の規定

による相談、指導及び助言、第七条第一項若

し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 第 九 条

第一項に規定する届出の受理、同項の規定に

よ る 高 齢 者 の 安 全 の 確 認 そ の 他 通 報 又 は 届

出 に 係 る 事 実 の 確 認 の た め の 措 置 並 び に 第

十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 養 護 者 の 負 担 の

軽 減 の た め の 措 置 に 関 す る 事 務 の 全 部 又 は

一部を委託することができる。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 委 託 を 受 け た 高 齢 者 虐

待 対 応 協 力 者 若 し く は そ の 役 員 若 し く は 職

員又はこれらの者であった者は、正当な理由

なしに、その委託を受けた事務に関して知り

得た秘密を漏らしてはならない。  

３  第 一 項 の 規 定 に よ り 第 七 条 第 一 項 若 し く

は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又 は 第 九 条 第 一

項 に 規 定 す る 届 出 の 受 理 に 関 す る 事 務 の 委

託 を 受 け た 高 齢 者 虐 待 対 応 協 力 者 が 第 七 条

第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 通 報 又

は 第 九 条 第 一 項 に 規 定 す る 届 出 を 受 け た 場

合には、当該通報又は届出を受けた高齢者虐

待 対 応 協力 者又 は その役 員 若 しく は職 員 は、

そ の 職 務 上 知 り 得 た 事 項 で あ っ て 当 該 通 報

又 は 届 出 を し た 者 を 特 定 さ せ る も の を 漏 ら

してはならない。  

(周知 ) 

第十八条  市町村は、養護者による高齢者虐待

の防止、第七条第一項若しくは第二項の規定

に よ る 通 報 又 は 第 九 条 第 一 項 に 規 定 す る 届

出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた

高齢者の保護、養護者に対する支援等に関す

る 事 務 に つ い て の 窓 口 と な る 部 局 及 び 高 齢

者 虐 待 対 応 協 力 者 の 名 称 を 明 示 す る こ と 等

により、当該部局及び高齢者虐待対応協力者

を周知させなければならない。  

(都道府県の援助等 ) 

第十九条  都道府県は、この章の規定により市

町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間

の連絡調整、市町村に対する情報の提供その

他必要な援助を行うものとする。  

２  都道府県は、この章の規定により市町村が

行 う 措 置 の 適 切 な 実 施 を 確 保 す る た め 必 要

があると認めるときは、市町村に対し、必要

な助言を行うことができる。  

第 三 章  養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高

齢者虐待の防止等  

(養 介 護施 設 従事 者等 によ る 高 齢者 虐待 の 防

止等のための措置 ) 

第 二 十 条  養 介 護 施 設 の 設 置 者 又 は 養 介 護 事

業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の

実施、当該養介護施設に入所し、その他当該

養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に

係 る サ ー ビ ス の 提 供 を 受 け る 高 齢 者 及 び そ

の 家 族 か ら の 苦 情 の 処 理 の 体 制 の 整 備 そ の

他 の 養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待

の防止等の た めの 措 置を講 ず る もの と する 。 

(養 介 護施 設 従事 者等 によ る 高 齢者 虐待 に 係

る通報等 ) 

第二十一条  養介護施設従事者等は、当該養介

護 施 設 従 事 者 等 が そ の 業 務 に 従 事 し て い る

養 介 護 施設 又は 養 介護事 業 (当該 養 介護 施設

の 設 置 者 若 し く は 当 該 養 介 護 事 業 を 行 う 者

が 設 置 す る 養 介 護 施 設 又 は こ れ ら の 者 が 行

う 養 介 護事 業を 含 む。 )に お い て業 務に 従 事

す る 養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待

を 受 け た と 思 わ れ る 高 齢 者 を 発 見 し た 場 合

は、速やかに、これを市町村に通報しなけれ

ばならない。  

２  前項に定める場合のほか、養介護施設従事

者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ る

高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命又

は身体に重大な危険が生じている場合は、速

やかに、これを市町村に通報しなければなら

ない。  

３  前二項に定める場合のほか、養介護施設従

事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 を 受 け た と 思 わ れ

る高齢者を発見した者は、速やかに、これを

市 町 村 に 通 報 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な

い。  

４  養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 を

受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出る

ことができる。  

５  第十八条の規定は、第一項から第三項まで

の 規 定 に よ る 通 報 又 は 前 項 の 規 定 に よ る 届

出 の 受 理 に 関 す る 事 務 を 担 当 す る 部 局 の 周

知について準用する。  

６  刑 法 の 秘 密 漏 示 罪 の 規 定 そ の 他 の 守 秘 義

務に関する法律の規定は、第一項から第三項

ま で の 規定 によ る 通報 (虚 偽 で ある もの 及 び

過失によるものを除く。次項において同じ。)

を す る こ と を 妨 げ る も の と 解 釈 し て は な ら

ない。  

７  養介護施設従事者等は、第一項から第三項

ま で の 規 定 に よ る 通 報 を し た こ と を 理 由 と

して、解雇その他不利益な取扱いを受けない。 

第二十二条  市町村は、前条第一項から第三項
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ま で の 規 定 に よ る 通 報 又 は 同 条 第 四 項 の 規

定による届出を受けたときは、厚生労働省令

で定めるところにより、当該通報又は届出に

係 る 養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待

に関する事項を、当該養介護施設従事者等に

よ る 高 齢 者 虐 待 に 係 る 養 介 護 施 設 又 は 当 該

養 介 護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 に 係

る 養 介 護 事 業 の 事 業 所 の 所 在 地 の 都 道 府 県

に報告しなければならない。  

２  前 項 の規 定 は 、地方 自 治 法 (昭和 二 十 二年

法 律 第 六十 七号 )第二 百五 十 二 条の 十九 第 一

項 の 指 定 都 市 及 び 同 法 第 二 百 五 十 二 条 の 二

十二第一項の中核市については、厚生労働省

令で定める場合を除き、適用しない。  

第 二 十 三 条  市 町 村 が 第 二 十 一 条 第 一 項 か ら

第 三 項 ま で の 規 定 に よ る 通 報 又 は 同 条 第 四

項 の 規 定 に よ る 届 出 を 受 け た 場 合 に お い て

は、当該通報又は届出を受けた市町村の職員

は、その職務上知り得た事項であって当該通

報 又 は 届 出 を し た 者 を 特 定 さ せ る も の を 漏

らしてはならない。都道府県が前条第一項の

規 定 に よ る 報 告 を 受 け た 場 合 に お け る 当 該

報告を受けた都道府県の職員についても、同

様とする。  

(通報等を受けた場合の措置 ) 

第 二 十 四 条  市 町 村 が 第 二 十 一 条 第 一 項 か ら

第 三 項 ま で の 規 定 に よ る 通 報 若 し く は 同 条

第四項の規定による届出を受け、又は都道府

県 が 第 二 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 報 告 を

受けたときは、市町村長又は都道府県知事は、

養 介 護 施 設 の 業 務 又 は 養 介 護 事 業 の 適 正 な

運営を確保することにより、当該通報又は届

出 に 係 る 高 齢 者 に 対 す る 養 介 護 施 設 従 事 者

等 に よ る 高 齢 者 虐 待 の 防 止 及 び 当 該 高 齢 者

の保護を図るため、老人福祉法又は介護保険

法 の 規 定 に よ る 権 限 を 適 切 に 行 使 す る も の

とする。  

(公表 ) 

第二十五条  都道府県知事は、毎年度、養介護

施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介

護 施 設 従 事 者 等 に よ る 高 齢 者 虐 待 が あ っ た

場 合 に と っ た 措 置 そ の 他 厚 生 労 働 省 令 で 定

める事項を公表するものとする。  

第四章  雑則  

(調査研究 ) 

第二十六条  国は、高齢者虐待の事例の分析を

行うとともに、高齢者虐待があった場合の適

切な対応方法、高齢者に対する適切な養護の

方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐待

を 受 け た 高 齢 者 の 保 護 及 び 養 護 者 に 対 す る

支 援 に 資 す る 事 項 に つ い て 調 査 及 び 研 究 を

行うものとする。  

(財産上の不当取引による被害の防止等 ) 

第二十七条  市町村は、養護者、高齢者の親族

又 は 養 介 護 施 設 従 事 者 等 以 外 の 者 が 不 当 に

財 産 上 の 利 益 を 得 る 目 的 で 高 齢 者 と 行 う 取

引 (以下「財産上の不当取引」という。 )によ

る高齢者の被害について、相談に応じ、若し

く は 消 費 生 活 に 関 す る 業 務 を 担 当 す る 部 局

その他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待

対応協力者に、財産上の不当取引による高齢

者 の 被 害 に 係 る 相 談 若 し く は 関 係 機 関 の 紹

介の実施を委託するものとする。  

２  市町村長は、財産上の不当取引の被害を受

け、又は受けるおそれのある高齢者について、

適切に、老人福祉法第三十二条の規定により

審判の請求をするものとする。  

(成年後見制度の利用促進 ) 

第二十八条  国及び地方公共団体は、高齢者虐

待 の 防 止 及 び 高 齢 者 虐 待 を 受 け た 高 齢 者 の

保 護 並 び に 財 産 上 の 不 当 取 引 に よ る 高 齢 者

の被害の防止及び救済を図るため、成年後見

制度の周知のための措置、成年後見制度の利

用 に 係 る 経 済 的 負 担 の 軽 減 の た め の 措 置 等

を講ずることにより、成年後見制度が広く利

用されるようにしなければならない。  

第五章  罰則  

第 二 十 九 条  第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に 違 反 し

た者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。  

第三十条  正当な理由がなく、第十一条第一項

の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、又は同項の規定による質問に対し

て答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若

しくは高齢者に答弁をさせず、若しくは虚偽

の答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金に

処する。  

附  則  

(施行期日 ) 

１  この法律は、平成十八年四月一日から施行

する。  

(検討 ) 

２  高 齢 者 以 外 の 者 で あ っ て 精 神 上 又 は 身 体

上 の 理 由 に よ り 養 護 を 必 要 と す る も の に 対

す る 虐 待の 防止 等 のため の 制 度に つい て は、

速やかに検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。  

３  高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等
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のための制度については、この法律の施行後

三年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づい

て必要な措置が講ぜられるものとする。  
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（１）やむを得ない事由による措置等について 
第二章  福祉の措置  

(支援体制の整備等 ) 

第十条の三  市町村は、六十五歳以上の者であ

つて、身体上又は精神上の障害があるために

日常生活を営むのに支障があるものが、心身

の 状 況 、そ の置 か れてい る 環 境等 に応 じ て、

自 立 し た 日 常 生 活 を 営 む た め に 最 も 適 切 な

支援が総合的に受けられるように、次条及び

第 十 一 条 の 措 置 そ の 他 地 域 の 実 情 に 応 じ た

き め 細 か な 措 置 の 積 極 的 な 実 施 に 努 め る と

ともに、これらの措置、介護保険法に規定す

る居宅サービス、地域密着型サービス、居宅

介護支援、施設サービス、介護予防サービス、

地 域 密 着 型 介 護 予 防 サ ー ビ ス 及 び 介 護 予 防

支 援 並 び に 老 人 ク ラ ブ そ の 他 老 人 の 福 祉 を

増 進 す る こ と を 目 的 と す る 事 業 を 行 う 者 の

活 動 の 連 携 及 び 調 整 を 図 る 等 地 域 の 実 情 に

応じた体制 の 整備 に 努めな け れ ばな ら ない 。 

２  市町村は、前項の体制の整備に当たつては、

六 十 五 歳 以 上 の 者 が 身 体 上 又 は 精 神 上 の 障

害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営 む の に 支 障 が

生じた場合においても、引き続き居宅におい

て 日 常 生 活 を 営 む こ と が で き る よ う 配 慮 し

なければならない。  

(居宅における介護等 ) 

第十条の四  市町村は、必要に応じて、次の措

置を採ることができる。  

一  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営

むのに支障があるものが、やむを得ない事

由 に より 介護 保険 法に規 定 する 訪問 介護 、

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 又 は 介 護 予 防 訪 問 介

護 を 利 用 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ る と

認めるときは、その者につき、政令で定め

る基準に従い、その者の居宅において第五

条 の 二 第 二 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 便

宜を供与し、又は当該市町村以外の者に当

該便宜を供与することを委託すること。  

二  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営

むのに支障があるものが、やむを得ない事

由 に より 介護 保険 法に規 定 する 通所 介護 、

認知症対応型通所介護、介護予防通所介護

又 は 介 護 予 防 認 知 症 対 応 型 通 所 介 護 を 利

用 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ る と 認 め る

ときは、その者 (養護者を含む。 )を、政令

で定める基準に従い、当該市町村の設置す

る 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー 若 し く は 第

五 条 の 二 第 三 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る

施設 (以下「老人デイサービスセンター等」

と い う。 )に 通わ せ、 同項 の 厚生 労働 省令

で定める便宜を供与し、又は当該市町村以

外 の 者 の 設 置 す る 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ ン

ター等に通わせ、当該便宜を供与すること

を委託すること。  

三  六十五歳以上の者であつて、養護者の疾

病その他の理由により、居宅において介護

を 受 け る こ と が 一 時 的 に 困 難 と な つ た も

のが、やむを得ない事由により介護保険法

に 規 定 す る 短 期 入 所 生 活 介 護 又 は 介 護 予

防 短 期 入 所 生 活 介 護 を 利 用 す る こ と が 著

しく困難であると認めるときは、その者を、

政令で定める基準に従い、当該市町村の設

置 す る 老 人 短 期 入 所 施 設 若 し く は 第 五 条

の 二 第 四 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 施 設

(以下「老人短期入所施設等」という。 )に

短期間入所させ、養護を行い、又は当該市

町 村 以 外 の 者 の 設 置 す る 老 人 短 期 入 所 施

設等に短期間入所させ、養護することを委

託すること。  

四  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生 活 を 営

むのに支障があるものが、やむを得ない事

由 に よ り 介 護 保 険 法 に 規 定 す る 小 規 模 多

機 能 型 居 宅 介 護 又 は 介 護 予 防 小 規 模 多 機

能 型 居 宅 介 護 を 利 用 す る こ と が 著 し く 困

難 で ある と認 める ときは 、 その 者に つき 、

政令で定める基準に従い、その者の居宅に

おいて、又は第五条の二第五項の厚生労働

省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若

しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、

同 項 の 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 便 宜 及 び 機

能訓練を供与し、又は当該市町村以外の者

に 当 該 便 宜 及 び 機 能 訓 練 を 供 与 す る こ と

を委託すること。  

五  六 十五 歳以 上 の者で あ つ て、 認知 症 (介

護 保 険 法 第 八 条 第 十 六 項 に 規 定 す る 認 知

症 を いう 。以 下同 じ。 )で あ るた めに 日常

生 活 を営 むの に支 障があ る もの (そ の者 の

認 知 症 の 原 因 と な る 疾 患 が 急 性 の 状 態 に

あ る 者を 除く 。 )が、 やむ を 得な い事 由に

よ り 同 法 に 規 定 す る 認 知 症 対 応 型 共 同 生
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活 介 護 又 は 介 護 予 防 認 知 症 対 応 型 共 同 生

活 介 護 を 利 用 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ

ると認めるときは、その者につき、政令で

定める基準に従い、第五条の二第六項に規

定する住居において入浴、排せつ、食事等

の 介 護そ の他 の日 常生活 上 の援 助を 行い 、

又 は 当 該 市 町 村 以 外 の 者 に 当 該 住 居 に お

いて入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日 常 生 活 上 の 援 助 を 行 う こ と を 委 託 す る

こと。  

２  市町村は、六十五歳以上の者であつて、身

体 上 又 は 精 神 上 の 障 害 が あ る た め に 日 常 生

活を営むのに支障があるものにつき、前項各

号 の 措 置を 採る ほ か、そ の 福 祉を 図る た め、

必要に応じて、日常生活上の便宜を図るため

の 用 具 で あ つ て 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る も の

を給付し、若しくは貸与し、又は当該市町村

以外の者にこれを給付し、若しくは貸与する

ことを委託する措置を採ることができる。  

(老人ホームへの入所等 ) 

第十一条  市町村は、必要に応じて、次の措置

を採らなければならない。  

一  六十五歳以上の者であつて、環境上の理

由 及 び経 済的 理由 (政 令で 定 める もの に限

る 。 )に より 居宅 にお いて 養 護を 受け るこ

と が 困 難 な も の を 当 該 市 町 村 の 設 置 す る

養護老人ホームに入所させ、又は当該市町

村 以 外 の 者 の 設 置 す る 養 護 老 人 ホ ー ム に

入所を委託すること。  

二  六十五歳以上の者であつて、身体上又は

精 神 上 著 し い 障 害 が あ る た め に 常 時 の 介

護を必要とし、かつ、居宅においてこれを

受けることが困難なものが、やむを得ない

事 由 に よ り 介 護 保 険 法 に 規 定 す る 地 域 密

着 型 介 護 老 人 福 祉 施 設 又 は 介 護 老 人 福 祉

施 設 に 入 所 す る こ と が 著 し く 困 難 で あ る

と認めるときは、その者を当該市町村の設

置する特別養護老人ホームに入所させ、又

は 当 該 市 町 村 以 外 の 者 の 設 置 す る 特 別 養

護老人ホームに入所を委託すること。  

三  六十五歳以上の者であつて、養護者がな

いか、又は養護者があつてもこれに養護さ

せ る こ と が 不 適 当 で あ る と 認 め ら れ る も

の の 養護 を養 護受 託者 (老 人 を自 己の 下に

預 つ て 養 護 す る こ と を 希 望 す る 者 で あ つ

て 、 市町 村長 が適 当と認 め るも のを いう 。

以 下 同じ 。 )のう ち政 令で 定 める もの に委

託すること。  

２  市町村は、前項の規定により養護老人ホー

ム 若 し くは 特別 養 護老人 ホ ー ムに 入所 さ せ、

若しくは入所を委託し、又はその養護を養護

受 託 者 に 委 託 し た 者 が 死 亡 し た 場 合 に お い

て 、 そ の葬 祭 (葬 祭の ため に 必 要な 処理 を 含

む 。 以 下同 じ。 )を行 う者 が な いと きは 、 そ

の葬祭を行い、又はその者を入所させ、若し

くは養護していた養護老人ホーム、特別養護

老 人 ホ ー ム 若 し く は 養 護 受 託 者 に そ の 葬 祭

を 行 う こ と を 委 託 す る 措 置 を 採 る こ と が で

きる。  

(措置の解除に係る説明等 ) 

第十二条  市町村長は、第十条の四又は前条第

一項の措置を解除しようとするときは、あら

かじめ、当該措置に係る者に対し、当該措置

の解除の理由について説明するとともに、そ

の意見を聴かなければならない。ただし、当

該 措 置 に 係 る 者 か ら 当 該 措 置 の 解 除 の 申 出

が あ つ た 場 合 そ の 他 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る

場合においては、この限りでない。  

 
（２）通報を受けた場合の適切な権限行使について 

(報告の徴収等 ) 

第十八条  都道府県知事は、老人の福祉のため

に必要があると認めるときは、老人居宅生活

支 援 事 業 を 行 う 者 又 は 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ

ンター、老人短期入所施設若しくは老人介護

支援センターの設置者に対して、必要と認め

る事項の報告を求め、又は当該職員に、関係

者に対して質問させ、若しくはその事務所若

しくは施設に立ち入り、設備、帳簿書類その

他の物件を検査させることができる。  

２  都道府県知事は、前条第一項の基準を維持

するため、養護老人ホーム又は特別養護老人

ホームの長に対して、必要と認める事項の報

告を求め、又は当該職員に、関係者に対して

質問させ、若しくはその施設に立ち入り、設

備、帳簿書類その他の物件を検査させること

ができる。  

３  前 二 項 の 規 定 に よ る 質 問 又 は 立 入 検 査 を

行う場合においては、当該職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求がある

ときは、これを提示しなければならない。  

４  第一項及び第二項の規定による権限は、犯

罪 捜 査 の た め に 認 め ら れ た も の と 解 釈 し て

はならない。  

(改善命令等 ) 

第十八条の二  都道府県知事は、認知症対応型

老 人 共 同 生 活 援 助 事 業 を 行 う 者 が 第 十 四 条

の四の規定に違反したと認めるときは、当該
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者に対して、その改善に必要な措置を採るべ

きことを命ずることができる。  

２  都道府県知事は、老人居宅生活支援事業を

行う者又は老人デイサービスセンター、老人

短 期 入 所 施 設 若 し く は 老 人 介 護 支 援 セ ン タ

ーの設置者が、この法律若しくはこれに基づ

く 命 令 若 し く は こ れ ら に 基 づ い て す る 処 分

に違反したとき、又はその事業に関し不当に

営利を図り、若しくは第五条の二第二項から

第六項まで、第二十条の二の二若しくは第二

十 条 の 三 に 規 定 す る 者 の 処 遇 に つ き 不 当 な

行為をしたときは、当該事業を行う者又は当

該施設の設置者に対して、その事業の制限又

は停止を命ずることができる。  

３  都道府県知事は、前項の規定により、老人

居 宅 生 活 支 援 事 業 又 は 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ

ンター、老人短期入所施設若しくは老人介護

支援センターにつき、その事業の制限又は停

止 を 命 ずる 場合 (第一 項の 命 令 に違 反し た こ

と に 基 づ い て 認 知 症 対 応 型 老 人 共 同 生 活 援

助 事 業 の 制 限 又 は 停 止 を 命 ず る 場 合 を 除

く 。 )には 、 あら かじ め、 社 会 福祉 法第 七 条

第 一 項 に 規 定 す る 地 方 社 会 福 祉 審 議 会 の 意

見を聴かなければならない。  

第十九条  都道府県知事は、養護老人ホーム又

は 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム の 設 置 者 が こ の 法 律

若 し く は こ れ に 基 づ く 命 令 若 し く は こ れ ら

に基づいてする処分に違反したとき、又は当

該 施 設 が 第 十 七 条 第 一 項 の 基 準 に 適 合 し な

くなつたときは、その設置者に対して、その

施 設 の 設 備 若 し く は 運 営 の 改 善 若 し く は そ

の事業の停止若しくは廃止を命じ、又は第十

五 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 認 可 を 取 り 消 す こ

とができる。  

２  都道府県知事は、前項の規定により、養護

老 人 ホ ーム 又は 特 別養護 老 人 ホー ムに つ き、

その事業の廃止を命じ、又は設置の認可を取

り消す場合には、あらかじめ、社会福祉法第

七 条 第 一 項 に 規 定 す る 地 方 社 会 福 祉 審 議 会

の意見を聞かなければならない。  

第二十九条 有料老人ホーム設置者等に対する報告徴収、

立ち入り検査、改善命令 
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■ 老 人 福 祉 法  

(審判の請求 ) 

第三十二条  市町村長は、六十五歳以上の者に

つき、その福祉を図るため特に必要があると

認めるときは、民法第七条、第十一条、第十

三条第二項、第十五条第一項、第十七条第一

項、第八百七十六条の四第一項又は第八百七

十 六 条 の 九 第 一 項 に 規 定 す る 審 判 の 請 求 を

することができる。  

 

■ 知 的 障 害 者 福 祉 法  
(審判の請求 ) 

第 二 十 八 条  市 町 村長は 、 知 的 障害 者 に つき 、

そ の 福 祉 を 図 る た め 特 に 必 要 が あ る と 認 め

るときは、民法第七条、第十一条、第十三条

第 二 項 、第 十五 条 第一項 、 第 十七 条第 一 項、

第 八 百 七 十 六 条 の 四 第 一 項 又 は 第 八 百 七 十

六 条 の 九 第 一 項 に 規 定 す る 審 判 の 請 求 を す

ることができる。  

 

■ 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福 祉 に 関 す る

法 律  
(審判の請求 ) 

第五十一条の十一の二 市町村長は、精神障害者

につき、その福祉を図るため特に必要があると

認めるときは、民法(明治二十九年法律第八十九

号)第七条、第十一条、第十三条第二項、第十五

条第一項、第十七条第一項、第八百七十六条の

四第一項又は第八百七十六条の九第一項に規

定する審判の請求をすることができる。 
 
■民法 
（後見開始の審判） 

第七条  精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く

常況にある者については、家庭裁判所は、本人、配偶者、

四親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、保

佐人、保佐監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請

求により、後見開始の審判をすることができる。 
（保佐開始の審判） 
第十一条  精神上の障害により事理を弁識する能力が著

しく不十分である者については、家庭裁判所は、本人、

配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、補助人、

補助監督人又は検 
察官の請求により、保佐開始の審判をすることができ 

 
 
 
 
 
る。ただし、第七条に規定する原因がある者について

は、この限りでない。 
（被保佐人及び保佐人） 

 第十三条  （略） 
２  家庭裁判所は、第十一条本文に規定する者又は保佐

人若しくは保佐監督人の請求により、被保佐人が前項

各号に掲げる行為以外の行為をする場合であってもそ

の保佐人の同意を得なければならない旨の審判をする

ことができる。ただし、第九条ただし書に規定する行

為については、この限りでない。 
（補助開始の審判） 

第十五条  精神上の障害により事理を弁識する能力が不

十分である者については、家庭裁判所は、本人、配偶者、

四親等内の親族、後見人、後見監督人、保佐人、保佐監

督人又は検察官の請求により、補助開始の審判をするこ

とができる。ただし、第七条又は第十一条本文に規定す

る原因がある者については、この限りでない。 （補助

人の同意を要する旨の審判等） 
第十七条  家庭裁判所は、第十五条第一項本文に規定す

る者又は補助人若しくは補助監督人の請求により、被補

助人が特定の法律行為をするにはその補助人の同意を

得なければならない旨の審判をすることができる。ただ

し、その審判によりその同意を得なければならないもの

とすることができる行為は、第十三条第一項に規定する

行為の一部に限る。 
（保佐人に代理権を付与する旨の審判） 

第八百七十六条の四  家庭裁判所は、第十一条本文に規

定する者又は保佐人若しくは保佐監督人の請求によっ

て、被保佐人のために特定の法律行為について保佐人に

代理権を付与する旨の審判をすることができる。 
第八百七十六条の九  家庭裁判所は、第十五条第一項本

文に規定する者又は補助人若しくは補助監督人の請求

によって、被補助人のために特定の法律行為について補

助人に代理権を付与する旨の審判をすることができる。  
 
■ 民 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴

う 関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 に よ る

老 人 福 祉 法 、 精 神 保 健 及 び 精 神 障 害 者 福

祉 に 関 す る 法 律 及 び 知 的 障 害 者 福 祉 法 の

一 部 改 正 に つ い て  

(平 成 一 二 年 三 月 三 〇 日 ) 

(障障第一一号・障精第二一号・老計第一三号 ) 

(各都道府県・各指定都市・各中核市民生主管

部 (局 )長あて厚生省大臣官房障害保健福祉部
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障害福祉・精神保健福祉・老人保健福祉局老人

福祉計画課長連名通知 ) 

民法の一部を改正する法律 (平成一一年法律

第一四九号 )、任意後見契約に関する法律 (平成

一一年法律第一五〇号 )、民法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律 (平成一一年法律第一五一号。以下「整

備法」という。 )及び後見登記等に関する法律

(平成一一年法律第一五二号 )が平成一一年一

二月八日に公布され、平成一二年四月一日より

施行されることになるが、整備法において老人

福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律 及 び知 的 障害 者 福祉法 の 一 部が 改 正さ れ 、

市町村による審判の請求に関する規定が設け

られた。  

今 般 、「成 年 後見 制度 の創 設 に 伴う 厚生 省 関

係法令の改正等について」において別途通知す

る こ と と さ れ て い た 市 町 村 長 の 審 判 の 請 求 に

おける留意事項等について、左記のとおり定め

たので、御了知の上、管下市町村にその周知徹

底を図るとともに、その運用に遺憾のないよう

にされたい。  

記  

１  市町村における成年後見開始の申立事務

について  

成年後見制度は、私法上の法律関係を規律

するものであり、本人、配偶者、四親等内の

親 族 等 の 当 事 者 に よ る 申 立 に 基 づ く 利 用 に

委ねることが基本となるが、判断能力が不十

分な痴呆性高齢者、精神障害者及び知的障害

者のうち、身寄りがない場合など当事者によ

る 申 立 が 期 待 で き な い 状 況 に あ る も の に つ

いて、当事者による審判の請求を補完し、成

年後見制度の利用を確保するため、これらの

者に対する相談、援助等のサービス提供の過

程において、その実情を把握しうる立場にあ

る市町村長に対し、審判の請求権を付与する

こととしたものである。  

こうしたことを踏まえ、市町村長の審判の

請求を行うか否かの判断に当たっては、別添

1 及び別添 2 を参考にされたい。  

ま た 、判 断能 力が 不十分 な 痴呆 性高 齢者 、

精神障害者及び知的障害者のうち、身寄りが

な い 場 合 な ど 当 事 者 に よ る 申 立 が 期 待 で き

な い 状 況 に あ る も の に つ い て の 権 利 擁 護 の

ための支援策としては、市町村長の審判の請

求に基づく成年後見制度の活用のほか、地域

福 祉 権 利擁 護事 業 の活用 も 考 えら れる こ と、

さらに、身寄りのない痴呆性高齢者等は、老

人 福 祉 法 第 一 〇 条 の 四 又 は 第 一 一 条 に 基 づ

く 市 町 村 の 措 置 等 の 対 象 に な り う る こ と を

申 し 添 える 。 (任 意後 見契 約 が 登記 され て い

る場合には、原則として当該契約が優先する

こ と に なる 。 (任 意後 見契 約 に 関す る法 律 第

一〇条 )) 

なお、成年後見制度と地域福祉権利擁護事

業 と の 関係 につ い ては 、「 民 法 の一 部を 改 正

す る 法 律 等 の 施 行 に 伴 う 地 域 福 祉 権 利 擁 護

事 業 の 実施 上の 留 意点に つ い て」 (平成 一二

年三月三〇日社援地第一四号厚生省社会・援

護局地域福祉課長通知 )を参考にされたい。  

２  市 町 村 長 の 審 判 の 請 求 に お け る 留 意 事 項

等について  

(１ )（２）  （略）  

(３ ) 成年後見人等の候補者について  

申立てに当たっては、適当な成年後見人

等の候補者がある場合には、これを申立書

に記載することが望ましいが、家庭裁判所

は、成年後見人等の選任に当たって、  

・成年被後見人等の心身の状態並びに生活

及び財産の状況  

・成年後見人等となる者の職業及び経歴並

び に 成 年 被 後 見 人 等 と の 利 害 関 係 の 有

無  

・成年後見人等となる者が法人であるとき

は、その事業の種類及び内容並びにその

法 人 及 び そ の 代 表 者 と 成 年 被 後 見 人 等

との利害関係の有無  

・成年被後見人等の意見  

・その他一切の事情  

を 考 慮 し な け れ ば な ら な い こ と と さ れ て

いる。  

市 町 村 長 の 審 判 の 請 求 の 際 に 成 年 後 見

人等の候補者を申立書に記載する場合、例

えば、痴呆性高齢者、精神障害者及び知的

障害者のうち、社会福祉施設に入所してい

るものについては、当該施設の施設長や当

該 施 設 を 経 営 す る 法 人 を 成 年 後 見 人 等 と

す る こ と は 本 人 に と っ て 利 益 相 反 に 当 た

る可能性があることに留意すること。  

(４ ) （略）  
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